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今年度要求のポイント

区分
新規・拡充 5 3 (単位　千円)

2 局・課名 産業振興局・産業政策課4 4
マスタープラン
３つの挑戦

低炭素
マスタープラン

施策番号
4整理番号 15 - 001

今後の企業立地施策検討のための調査事業

事業期間 　H　～　H　　

平成24年度決算額

95

・重点事業による投資誘導
・今後の施策検討の基礎となる調査の実
施

・これまでの事業の効果を検証し、今後の施策を検討
・研究開発機能強化支援補助事業の拡大
・投資実施企業の調査事業を実施し、堺市内への投資
促進につなげる

【経過（～25年度）】 【26年度】

１　企業投資促進施策の継続・拡充
（１）企業立地促進条例による投資支援（継続）
　全国有数の製造品出荷額等を産出し、多数の市民の雇用の場である市内の工場や物流セ
ンター等について、今後とも市内での企業活動を促進するため企業立地促進条例による支
援及び市外企業の企業立地誘導を実施。
　平成25年度実施の企業立地施策に係る基礎調査をもとに平成27年度以降の企業立地に関
する施策を検討。
（２）中小企業研究開発機能強化支援事業（拡充）
　本市における中小製造業のマザー工場化をより一層加速化するため制度を拡充する。
　・中小企業研究開発機能強化支援　補助率5%→25%
　・中小企業の実態に即して限度額を設定　限度額10億円→1億円
　　（予算額：50,000千円×25%×3件＝3,750万円
　　　　　　　債務負担9億6,250万円）
　・国の研究開発、試作開発等の補助金活用企業を補助対象に追加。
２　企業投資ターゲットデータ調査事業の実施（新規）
　大阪府域(本市含む）等への投資を考えている企業の調査を実施し、本市内への企業投資
の誘導を行う。また、投資促進施策の基礎情報とし、27年度以降の事業展開を検討する。

事業目的

事業内容

条例運用

その他

41,9265,8458,086

2,667

内容・積算等項目

全体事業費

26年度要求額

堺市マスタープランや堺市産業振興アクションプランの重要政策の目標達成のためには、
重層的な産業構造を前提とした企業による事業活動面からの参画も重要な一要素であり、
そのような市内企業が安定的に操業するため、及び市の目指す低炭素等の取組にまい進で
きるよう、企業の拠点化投資を支援する。

25年度予算

中小企業研究開発機能強化支援補助金

主な要求内容 （単位：千円）

(300,000円＋200,000円＋100件×9,000円)×1.1×1.08

平成25年度予算額 平成26年度要求額

1,664

41,926

3,000 0

投資実施企業の調査事業 0

0 37,500 50,000千円×25%×3件

(債務負担)

1,000,000
(債務負担)

962,500

95

2,750

堺企業立地推進連絡協議会事業

・引き続き企業投資促進事業を実施

【今後（27年度～）】

その他　特記事項

堺市企業立地促進条例　平成27年3月31日期限

スケジュール（経過及び今後展開）

合計 5,845

事 業 費

本市工業適地における企業投資を促進することにより、本市産業の持
続的な発展を図るとともに、ものづくりのまち堺を支える製造業のマ
ザー工場化を促進することにより、市内での継続的な操業及び産業基
盤の高度化を図り、市民の雇用の場の維持拡大、市民サービスの基と
なる税源の涵養を目的とする。

関連事業

事 業 名 企業投資促進事業


